
談 合 情 報 等 取 扱 要 綱 

 

制定 平成 16 年４月１日 

改正 平成 31 年４月１日  

（目的） 

第１条 この要綱は、横浜市発注（水道局及び交通局発注分を含む。以下同じ）の契約に係る入札談合

を疑わせる情報に関する取扱いを定め、もって横浜市が締結する契約に関し公正な競争を確保するこ

とを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この要綱は、横浜市発注に係るすべての契約に適用する。 

 

（談合情報の定義） 

第３条 入札談合を疑わせる情報のうち、特定の入札について談合が行われていることを伝えている情

報については、談合情報として取り扱う。 

 

（情報の確認） 

第４条 入札談合を疑わせる情報が寄せられた場合には、可能な限り当該情報の提供者の身元、氏名等

を確認し、落札予定者、落札予定金額その他談合に関する事項について、詳しく聞くこととする。 

２ 情報提供者が報道機関である場合には、報道活動に支障のない範囲で当該情報の出所を明らかにす

るよう要請することとする。  

  

（報告書の作成） 

第５条 入札担当部署に入札談合を疑わせる情報が寄せられた場合には当該情報の内容を談合情報等

報告書 （第１号様式）に記載することとし、入札担当部署以外の部署に入札談合を疑わせる情報があ

った場合には直ちに入札担当部署に電話で連絡した後、情報の内容を談合情報等報告書に記載し、入

札担当部署に報告を行わなければならない。当該情報が、情報提供者によるものではなく、職員が直

接目撃した等の情報であっても、入札担当部署に報告を行わなければならない。 

    

（報道機関等への対応） 

第６条 入札談合を疑わせる情報に関する報道機関等との対応については、入札担当部署の所管課長が

行うこととする。  

 

（公正取引委員会等への通報） 

第７条 入札担当部署は、第３条に規定する談合情報について、速やかに、第１号様式及び第２号様式

により公正取引委員会、神奈川県警察本部、並びに工事にあっては不正行為が行われた区域を管轄す

る都道府県知事及び当該入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）の建設業許可権者（以下「公

正取引委員会等」という。）へ通報することとする。ただし、神奈川県警察本部への通報は、特に必要

と認められる場合とする（以下同じ。）。 

２ 談合情報の追加情報などがある場合には原則として、手続の各段階において逐次かつ速やかに公正



取引委員会等に通報することとする。 

３ 公正取引委員会への通報に当たり、通報の趣旨が、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律(平成 12年 11 月 27 日法律第 127 号)第 10 条の規定に該当する場合はその旨を明示するものと

する。 

 

（横浜市入札等監視委員会への報告） 

第８条 入札担当部署は、横浜市発注工事に関し、談合情報及び当該情報に対して執った措置について

は、横浜市入札等監視委員会に報告することとする。 

 

（信憑性の判断） 
第９条 情報提供者から寄せられた情報に加え、必要に応じて、情報提供者からの事情聴取、類似の入
札に係る結果の分析、入札時に提出された積算内訳書の調査等を行い、談合情報について信憑性を判
断することとする。 

 
  （入札・契約手続での対応） 
第 10 条 談合情報が寄せられた場合においても、原則として入札・契約手続は継続する。ただし、前条
に基づく信憑性の判断の結果、情報の内容の信憑性が極めて高いとき、又は、談合の事実があったと
認められる証拠を得たときは、契約締結前であれば入札の中止又は取消しを、契約締結後であれば契
約解除を行うことを検討する。 

 
  （その他）      
第 11 条 入札担当部署が財政局契約部契約第一課又は契約第二課（以下「契約部」という。）以外の場
合の談合情報の判断等に当たっては、入札担当部署は当該区局経理担当課及び契約部と協議調整する
こととする。 

 

附 則   

この要綱は、平成 16 年４月１日から施行する。 

 

附 則   

この要綱は、平成 17 年４月１日から施行する。 

 

附 則   

この要綱は、平成 18 年４月１日から施行する。 

 

附 則   

この要綱は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 

附 則   

この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成 23 年５月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。  



第１号様式 

談合情報等報告書 

    年    月    日 

情 報 を 受 け た 日 時     年    月    日（    ）    時    分頃 

入 札 件 名  

入 札 （ 予 定 ） 日       年    月    日（    ）    時    分 

情 報 提 供 者 

①報道関係者     ②その他  

氏名 

住所 

電話番号 

職業 

情報提供者に関する情報を公正取引委員会等、他の機関へ提供

することの可否                可  ・  不可 

情 報 入 手 の 手 段 ①電話   ②書面   ③面接   ④その他 

情

報

の

内

容 

落 札 予 定 者  

落 札 予 定 金 額  

談 合 関 与 者 名  

談合の日時・場所  

談 合 の 方 法  

物 的 証 拠 の 有 無  

そ の 他 の 情 報 等 

（当事者以外に知り 

得 な い 情 報 等 ） 

 

応 答 の 概 要  

受 信 者 所属       職・氏名 
 
 



第２号様式 

        第    号 

   年  月  日 

 

  様 

横浜市    区・局長 

 

 

談合情報等に関する資料の送付について（通知） 

（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第 10 条の通知である場合にはその旨を記載） 

 

 

 本市の〇〇〇〇〇〇の入札に係る談合情報について、次の資料を送付します。 

 

 

 

１ 談合情報等報告書（写） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<連絡先> 

 ○○区・局○○部○○課 

 電 話： 

 担当者： 

 


